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学生の課題提 出に及 ぼす学内ポータル システム

使用の効果

FDに 対する応用行動分析学の手続き
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概要 近年多 くの大学においてFD(フ ァカルティ・ディベロップメント)活 動の議論が多

くなされている。大学側 も委員会を中心に様々な活動を行 っている。学生による授業評価は,

学部の授業を対象として実施されている。学生 と教員が双方向でコ ミュニケーションを図

り,学 生の学習意欲の向上,教 員の教育力の充実を図り,教 育のQOL向 上 を目指す もので

ある。本研究は,大 学での学内ポータルシステムの効果を応用行動分析学の手続きによって

検討することを目的とした。
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Overview In recent years, Faculty Development (FD) activities at universities have 

been frequently debated. Universities as organizations are also conducting various 

activities through a central committee. Lecture evaluations by students are being 

carried out for subjects at the School of Administration. Students and teachers aim at 

mutual communication that can increase the students' will to study and the teachers' 

ability to educate, whilst improving educational QOL. This study aims to examine the 

effects of the campus portal system adopted by K University in 2012 through using 

applied behavior analysis.

Key words FD, applied behavior 

treatment.

analysis, alternate- treatment design among groups,



第59巻 第2号

1は じ め に

1応 用行動分析 とは

応用行動分析 とは,日 常における問題場面の解決に,行 動分析学による知見を援用する

方法である。行動分析学は,B・F・ スキナーが体系的に学問づけたことが起源とされてい

る。通常の心理学で言われるような 「不満」「喜び」といった抽象的な概念は扱わず,観 察

可能な行動を対象として扱う。行動原理に基づき,環 境事象を重視 した観点を持 っている

ため,問 題 とされる行動の測定や介入手続 きなどが明確になる,と いった特徴がある。主

に発達障害などの領域で成果をあげているが,教 育,産 業,ス ポーツ,医 療 ・介護などの

分野でも活用 され,実 績を得ている手法である。 とりわけ企業組織での応用分野をパフォ

ーマンス ・マネジメン トまたは組織行動マネジメントとよぶ。

2パ フォーマンス ・マネジメン トとは

医者は,医 学や薬学などの研究によって実証 された手続や医薬品を使 って治療サービス

を提供する医学の実践家である。建築家は,建 築学などの研究によって実証 されたデザイ

ンや素材を使 って建築をする実践家である。行動科学は人間や動物の行動に関する科学で

あるから,教 師やカウンセラー,看 護師やコンサルタント,動 物 トレーナーなど,「行動」

に関わる仕事 には,す べて,パ フォーマンス ・マネジメントを導入できることとなる。パ

フォーマンス ・マネジメントは,ヒ ューマン・サービスのための科学的な方法論といえる。

学問には,基 礎研究の積み重ねが必要 とされ,多 くの知見がある。同じように,行 動分

析学にも基礎研究があり 「実験的行動分析学」とよばれ,実 験室の統制された環境条件で,

行動 と環境 との基本的な因果関係が研究されている。多 くはハ トやラットなど,実 験動物

を使 った研究であり,こ うした基礎研究で見いだされた法則を組み合わせて,社 会や個人

の現実の問題解決に応用できるかどうかを研究するのが 「応用行動分析学」の領域となる。

応用行動分析学は,当 然,実 験室ではなく,問 題が起 こっている現場(学 校,家 庭,職 場,

地域社会,病 院など)で 行われる。実験室ほど厳格な条件統制はできないことが多いもの

の,シ ングルケース ・デザイン(一 事例の実験デザイン)お よびグループ ・デザインを使

った因果分析がなされている。
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3実 験デザインにおける用語の説明

「独立変数」と 「従属変数」

実験デザインでは 「独立変数」 と 「従属変数」 という2つ の変数が用いられる。従属変

数 とは測定 される行動を指し,独立変数 とは実験者の制御下にある指導法や手続きを指す。

独立変数を操作することにより従属変数が変化 したということがある実験デザインを用い

て明らかになったとすると,暫 定的な因果関係が仮定 される。別な言い方をすれば,独 立

変数の変化に対応 して従属変数が系統的に変化することを行動分析家が例証することがで

きたならば,そ こには関数関係が存在するということになる。すなわち,そ うした関係で

は,従 属変数の変化は独立変数の変化に 「依存」 しているということを意味する。

「実験的コン トロール」

「実験的コントロール」とは,従 属変数の変化が独立変数の操作 と本当に関連 しているか

どうか,す なわち,そ こに関数関係が存在 しているかどうかを確認するための研究者の作

業である。研究者が,独 立変数以外の非実験変数が行動変容の原因になっている可能性を

できる限り排除することをいう。(非実験変数をコントロールする)

4実 験 デザイ ンの基本 カテ ゴリー

実験 デザイ ンを大別す ると,シ ングルケース ・デザイ ン(一 事例 の実験 デザイ ン)と グ

ルー プ ・デザイ ンとに分 けられ る。 その名 が示 す ように,シ ングルケース ・デザイ ンでは

1つ の研 究の中で一人一人 の個人 に焦 点が当て られ るのに対 し,グ ルー プ ・デザイ ンでは

個人 の集 まりであ る集 団のデータに焦 点が当て られ る。 グルー プ ・デザイ ンは,あ る従属

変数 について対 象 とな る人(あ るいは被験者)を いつかの グルー プに分 け,グ ループ間の

成績(行 動遂行)を 比較す るのに用 い られ る。グループ間の比較 をす る際には,ほ とん どの

場合 各 グルー プの成 績の平 均を用 いて行 なわれ る。

5実 験デザインの共通要素

実験デザインでは,独 立変数を操作 している間,被 験者の成績を観察する。後述するテ

クニックは,従 属変数の変化が実験的操作によるものであり,偶 然やたまたま存在 した要

因によるものではないことを確かめるために用いられる。

実験デザインでは,従 属変数を くり返 し測定することが要求される。行動観察の対象 と

なる個人(被 験者)ま たはグループの成績は,長 期間に,わ たり毎週,毎 日あるいはもっ
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と頻 繁 に記録 され る。 そ して,そ うした被験者 の成績 が,実 験条件 を変 えた ときや独立変

数 を変 えた ときにどう変 化す るかが比較 され る。実験 デザイ ンにはい ろい ろな ものがあ る

が,い くつかの要素 はすべての実験 デザイ ンに共通 す るものであ る。 べ一ス ライ ン ・パ フ

ォーマ ンスを測定 す る点,少 な くと も1回 は指導(ト リー トメ ン ト)条 件 の下 でのパ フォー

マ ンスを測定す る点な どが,そ うした共通 す る要素 であ る。

テ クニ ック

ベースライ ンの測定

実験 デザイ ンにお ける最初 の フェイズでは,べ 一スライ ン・データの収集 と記録 を行 う。

べ一ス ライ ン ・デー タとは,自 然 の状 態で生起 す る行動(従 属変数)の レベルを測定 した

ものであ る。 ベース ライ ン ・デー タを収集 す ることには次 の2つ の機能 があ る。

(KAZDIN,A.1982)1つ 目は,記 述機能であ る。つ ま り,そ うしたデー タは現 在の学生 のパ

フォーマ ンスの レベルを記述 す るものなのであ る。そのデータをグラフにプロ ッ トすれ ば,

学生 の行動 を図示 す ることにな る。 こうした客観 的な記録 に より,教 員 は,変 容 させよ う

としてい る学生 の行動 が,は っきりし,ま たその程度 を確 かめ ることがで きるのであ る。

べ一ス ライ ン・データを収集す る ことの2つ 目の機能 は予測機能 である。「指導 が導入 さ

れなか った場合 パ フォーマ ンスの レベルは近 い将来 どの ようにな っていたかは,べ 一ス ラ

イ ン ・データを基 に予測 される」(KAZDIN,A.1982)。 指 導(独 立変数)が 効 果あ るもので

あ るか否 かを判 断す るため には,教 員 は指導導入前 の学生 のパ フォーマ ンスを知 っていな

ければな らない。 つ まり,べ 一ス ライ ン ・データには指導 を行 な う前 に実施 され るプ レテ

ス トと同様 な 目的があ る。 指導 の効 果は,実 際のデータがべ一ス ライ ンを投影 した もの と

どの程度 のズ レがあ るかで判 断 され る。

ABデ ザイ ン

ABデ ザイ ンは,実 験 デザイ ンの中で も最 も基本 的な実験 デザイ ンであ る。 より複雑 な

実験 デザイ ンも実 は この単純 なABデ ザイ ンを発展 させた ものであ る。ABデ ザイ ンのA

Bと は,実 験 デザイ ン中の2つ の フェイズAフ ェイズ(べ 一ス ライ ン ・フェイズ)と

Bフ ェイズ(指 導 ・フェイズ)一 一 を示 す。Aフ ェイズでべ一ス ライ ン ・デー タが収集 さ

れ,記 録 され る。 そ して,べ 一ス ライ ンが安定 した時点で指導 が導入 され,Bフ ェイズが

始 まる。Bフ ェイズでは,指 導 中のデー タの収集 と記録 が行 なわれ る。 このデータ傾 向が

指導 の有効性 に関す る情報 を提供 す る。研究者 はそれに基 づいて指導 を継続 す るか,修 正
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を 加え るか,あ るいは中止 す るかを決定 す ることがで きる。

ABデ ザ イ ンを用 いて得 られたデータをグ ラフ化す る場合,2つ のフ ェイズAフ ェ

イズ(べ 一スライ ン ・フェイ ズ)とBフ ェイズ(指 導 ・フェイズ)が ま とめて1つ の グ

ラフに描 かれ る。 その際,2つ の フェイズは グラフ上 では縦 の破線 の左右 に別 々にプ ロッ

トされ,フ ェイズ間のデー タポイ ン トは結 ばない ことにな ってい る。 この ように結果 を グ

ラフの形 で表す と(図1)と な る。
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ABAデ ザ イ ン(反 転 法)

ABAデ ザ イ ンは,Bフ ェイズ(指導 ・フェイズ)に 導入 した手続 を中止 して,元 のAフ

ェイズ(べ 一ス ライ ン ・フェイズ)と 同 じ条件 に戻 す。 これで,行 動 もAフ ェイズ(べ 一

ス ライ ン ・フェイズ)と 同 じレベルに戻 れば,最 初 の行動 の変化 は外部要 因に よってでは

な く,Bフ ェイズ(指導 ・フェイズ)に 導入 した ことによ って生 じた可能性 が高 くなる。 こ

れが条件 の反転 であ る。(図2)
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ABABデ ザイン

条件の反転を繰 り返せば,そ れだけ因果関係を強力に示すことになるので,場 合によっ

ては,も う一度介入手続を導入 し,反 転 させるデザインを採用する。 これをABABデ ザ

インと呼ぶ。(図3)

反転法はシンプルでわかりやすい方法であるが限界もある。行動を元に戻すことが倫理

的に許 されない場合があること(た とえば,賃 金の増減 と仕事の処理行動)な どが考えら

れる。
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オルタネー ト・トリー トメ ン ト・デザイ ン(図4)

グル ー プ ・デザイ ンでAフ ェイズ(ベ ースライ ン ・フ ェイズ)の 長 さを変え るデザ イ ン。

別の言 い方 をすれば,指 導(ト リー トメン ト)の 介入 時期 をず らせ るデザイ ンをい う。

正飯応

正反臨

正反臨

図4(オ ル タネ ー ト ・ トリー トメ ン ト ・デ ザ イ ン)

6パ フ ォーマ ンス ・マネ ジメ ン トのFDへ の応 用性

パフ ォーマ ンス ・マネ ジメ ン トの領域

組織 内の人 間行動 が持 つ複雑 かつ曖昧な現実 を研究 す る領域 は,多 数 の学問分野 か らの

思考 や研 究を含 む広 範囲 にわた る多角的な領域 であ る。組織行動研究 には,「 マ クロ」と「ミ

クロ」の要素 に分 けることがで き,「 マ クロ組織行動」は,「 組織」 を中心 テーマ として とら

え,公 式な組織 や構造 に関す る問題,す なわ ち組織変革,意 思 決定,経 営政策,経 営戦 略

な どをテーマ とす る。主 に経 営学,経 済学,社 会学 か らの研究 が進 め られている。一方「ミ

クロ組織行動」は,「 行動」 を中心 テーマ として とらえ,非 公式 な組織 や個 々人 に関す る問

題,す なわ ちモチベー シ ョン,コ ミュニケー シ ョン,学 習,知 覚,属 性 な どをテーマ とす
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学生の課題提出に及ぼす学内ポータルシステム使用の効果(高 道)

る 。 主 に社 会 心 理 学,人 間 科 学,人 類 学 か らの研 究 が進 あ られ て い る。(図5)

(Jack.D.Wood1996)日 本 では,ミ クロ組織行動 はマクロ組織行動 ほど研究発表 は多 くない。

(坂 下1985)(島 宗1999)こ の パ フォーマ ンス ・マネ ジメン ト(組織行動 マネジメ ン ト)は心

理 学側 か らのア プローチであ り,ミ クロ組織行動 の領域 にあ る。 となれば,大 学におけ る

組織 と学生 の関係,す なわ ち学生 への行動 マネ ジメン トもまた,パ フォーマ ンス ・マネ ジ

メン トが取 り扱 うテーマであ るといえ る。 よって,FDも また,パ フ ォーマ ンス ・マネ ジメ

ン トの研 究対 象領域 といえ る。
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人事管理

(ホワイトカラー)

労務管理
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図5(Jack.D.Wood1996)

皿 研 究

1研 究 の 目的

学生 の課題 提出 に及 ぼす学内ポー タル システム使用 の効 果。

パ フォーマ ンス ・マネ ジメン トの手続 きに よるFDに 対す る効果。
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2研 究内容

学生 に対 し,授 業課題 として レポー ト提 出を,通 常の課題 として与 えた場合 と,学 内ポ

ー タル システム 「CampusPortalSystem」(以 後CPSと 記 す る)を 使用 した場合 とを比較 し
,

CPSの 効 果の検討 を 目的 とした。

3研 究計画

学生 を3グ ルー プに分 け,紙 べ 一スフェイズ,CPS使 用 フ ェイズ,紙 ベース フェイズ順

で行 うABAの グル ープ間オル タネー ト・トリー トメ ン ト・デザ イ ンで実施 され た。

4場 面

筆者 が担当す る大 学講義 で週1回,全10回 の課題提 出で実施 された。

5対 象 学生

対象学生 は,筆 者担 当の同一科 目を受講 している2回 生学生 で,3時 限 目受講学生54名,

4時 限 目受講 学生51名,5時 限 目受講 学生38名 の3グ ル ープ,合 計143名 で あ った。

6セ ッテ ィング

大 学で週 に1回90分 授 業 で シラバスに沿 った講義 を行 い,そ の講義後課題 を与 え,翌 週

にその提出行動 を観察 した。

7デ ザイ ン

本研 究は全10回 の課題提出を紙ベー スとCPS使 用 の比較研 究を3グ ループの グルー プ

間オル タネー ト・トリー トメン ト ・デザイ ンで実施 した。

8独 立変数

トリー トメン トをCPS使 用 と して実施 し,CPS使 用 刺激 に対応 した学生 の行動 の形成

を測定 した。

9従 属変数

授業課題 としての レポー ト提出数。
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10行 動 の指標

紙 ベース フェイズ(フ ェイズ1),CPS使 用 フェイズ(フ ェイズ2),紙 ベ ー スフェイ ズ(フ

ェイズ3)に おける正反応数 とした。

11非 実験変数のコン トロール(学 生に対する配慮に関わる手続き)

本研究では従属変数 として学生の課題提出行動をはかるものであるので,課 題テーマの

難易度 により提出行動が増減することに配慮 し,す べて当該授業中に講義 した内容を別の

ケースに置き換えた課題 として設定 した。

12記 録 と信頼性

フェイズ1及 びフェイズ3の 記録は,提 出課題を授業終了時教員が回収 して集計 し記録

を行 った。 フェイズ2に ついてはCPSで の表記を集計 し記録を行った。

集計において,課 題を締切日以後に提出したものは記録から除外 した。

皿 方 法

1手 続 き

観察 デー タは,フ ェイズの全 日程 は2012年4月10日 か ら7月17日 ま での15回 の授業 の う

ち,10回 の デー タで観察 を した。

全15回 の うち第1回 講義 日(4月10日)は 学生 に とっての プレ授業 であ り,登 録学生数

が未確定 であ ったため課題 は出 さなか った。次 に第11回 講義 日(6月19日)は 台風の ため,

休 講 とな り課題 を受 け取 ることがで きなか った。加 えて課題 を与 え ることもで きなか った

ので,2回 講義 日分の データが集 ま らなか った。次 に第14回 講義 日(7月10日)は 対象学生

全 員 に課題 の周知 が徹底 で きなか ったのでデー タを使用 しなか った。 第15回 講義 日(7月

17日)は 最 終講義 日に当た り,課 題 の回収 がで きないので実施 しなか った。 よって全 日程

の うち課題 提出を受 けた4月24日,5月1日,5月8日,5月15日,5月22日,5月29日,

6月5日,6月12日,7月3日,7月10日 の10回 分 データを観察 し,検 討 を行 った。

2ス ケ ジュール

第1グ ループ(3限 目登録 学生54名)

フ ェイズ1(紙 べ一スA)を4回,フ ェイズ2(CPS使 用B)を4回,フ ェイズ3(紙
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べ一スA)を2回 実施 した。

第2グ ループ(4限 目登 録学生51名)

フ ェイズ1(紙 ベースA)を5回,フ ェイズ2(CPS使 用B)を3回,フ ェイズ3(紙

べ一スA)を2回 実施 した。

第3グ ループ(5限 目登録 学生38名)

フ ェイズ1(紙 べ一 スA)を6回,フ ェイズ2(CPS使 用B)を2回,フ ェイズ3

(紙 ベースA)を2回 実施 した。

3フ ェイズ1

(1)第1グ ルー プに対 し4月17日,4月24日,5月1日,5月8日 の授業終 了時 に

それぞれ課題 を与 え,従 来 の紙 べ一スでの提 出を1週 間後 の当該授業 終了時に回収 こ

とを 口頭で伝 えた。

(2)第2グ ルー プには,4月17日,4月24日,5月1日,5月8日 と5月15日 の授

業 終了時 にそれぞれ課題 を与 え,従 来 の紙 べ一スでの提 出を1週 間後の当該授業終 了

時 に回収 ことを 口頭で伝 えた

(3)第3グ ルー プには,4月17日,4月24日,5月1日,5月8日,5月15日 と5

月22日 の授 業終了時 にそれぞれ課題 を与 え,従 来の紙 べ一スでの提 出を1週 間後 の当

該授業 終了時 に回収 ことを 口頭 で伝 えた

4フ ェイズ2

(1)第1グ ル ープに対 し事前 にCPSの 操 作方法 を教室で モニ ターによ り周知 させ,

5月15日,5月22日,5月29日,6月5日 の授業 終了時に課題 をCPSに ア ップさせ,

締 切を1週 間後の授業 日前 日の23時 に設定 す ることを 口頭 で伝 えた。

(2)第2グ ル ープには,事 前 にCPSの 操 作方法 を教室で モニ ターによ り周知 させ,

5月22日,5月29日,6月5日 の授業 終了時に課題 をCPSに ア ップさせ,締 切 を1週

間後の授業 日前 日の23時 に設定 す ることを 口頭で伝 えた。

(3)第3グ ル ープには,事 前 にCPSの 操 作方法 を教室で モニ ターによ り周知 させ,

5月29日,6月5日 の授業終 了時に課題 をCPSに ア ップさせ,締 切 を1週 間後 の授業

日前 日の23時 に設定 す ることを 口頭 で伝 えた。
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5フ ェイズ3

第1グ ルー プ,第2グ ルー プ ,第3グ ルー プの全 グルー プに対 し6月26日,7月3

日の授業 終了時 にそれぞれ課題 を与 え,従 来 の紙 べ一スでの提 出を1週 間後 の当該授

業 終了時 に回収 ことを 口頭で伝 えた。

w結 果

各 フェイズの結 果はそれぞれ図6-1,図6-2,図6-3,図7-1,図7-2,図

7-3に 示 した。

図6-1,図6-2,図6-3は 各 グルー プの個 別提 出者 表であ り,個 人の行動結 果を

観察 した。 提出者 は,該 当 日のセルを塗 りつぶ してあ る。

図6-1,図6-2,図6-3で は,フ ェーズ1と フェーズ3に おいて同一 の提 出者 で

あ るか否 かを調査 したか った,つ ま り,紙 べ一スで提 出す る学生 は フェーズ1と フェーズ

3と もに同一 であ る仮説 を証 明 したか ったが,特 に特徴 は見いだせなか った。

図71,図72,図73は グルー プ単 位 で提 出数 を プ ロ ッ トし全体 の行動結果 を

観察 した。
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図6-1(第3限 受講者個別提出者表)
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図6-2(第4限 受講者個別提出者表)
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図6-3(第5限 受講者個別提出者表)
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学生の課題提出に及ぼす学内ポータルシステム使用の効果(高 道)

1全 体 評価

第1,2グ ル ープはフ ェーズ1で は,安 定 したベー スライ ンを示 し,第3グ ループの フェー

ズ1の べ一ス ライ ンは,特 定の傾向 は示 さなか った。そ して,CPS使 用 によりその後の正

反応数 が上昇 した。次 にフェーズ3の 通常 フェイズに戻す と低 い正反応数 を示 した。

各 グルー プCPS使 用 フェーズは,提 出行動が高 くな ってい る。

2第1グ ル ープ

フェーズ1(紙 ベー スA)の 第3回 目講義 日で は提 出者 はゼ ロで あった。第4,5,6回 講 義 日は

8人,10人,9人 と安定 したベース ライ ンを示 していた。 このケースの特徴 は,べ 一ス ラ

イ ンが安定 してい ることにあ る。 データの変動性 が大 きければ,大 きい ほど,指 導 の効果

に関 して結論 を導 くことは難 し くな る。(KAZIN,A.1982)

トリー トメン トとしてCPSを 使 用開始 した フェーズ2(CPS使 用B)で あ る第7回 目講義

日は提出人数 が4人 と下 が った。これはCPS使 用 が学生 に とって本講義初 めての ことであ

ったため,操 作上 の問題,つ ま りテ クニカルな問題で提出数が下が ったの と,CPSが,締

切時間以 後は一 切提出を受 け付 けない ことが原 因であ った。講義 日以後,学 生 が紙 べ一ス

で提出を行 って きた とき,学 生 が今 回の未提 出理 由を述 べていた。 なお,こ こでは,締 切

後の学生 の提出物 は受 け付 けたが本研 究のデー タとしては除外 した。以後 第8,9,10回 講 義

日においては提出数 が17人,22人,29人 と提 出行動 を とる学生数 が増 えて きた。 そ して台

風 中断を経過 し,フ ェーズ3(紙 べ一 スA)で ある第13,14回 講 義 日は,再 びCPSよ り紙 べ一

ス に戻 した。 これは フェーズ1と 同 じ程度の レベルで あった。一連の経過をみ ると,第1グ

ループではCPSの 使 用 が学生の課題提 出行動 に効果があ ったことが うかがえた。(図7-1)
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図7-1(第3限 受講者ABAデ ザイン)

3第2グ ループ

フェーズ1(紙 べ一 スA)の 第3回 目講義 日で は提 出者 は1人 で あった。第4,5,6,7回 目講義 日

は14人,14人,10人,15人 と安定 したベース ライ ンを示 していた。 トリー トメ ン トとして

CPSを 使 用 開始 した フェーズ2(CPS使 用B)で あ る第8回 目講義 日は提出人数が17人 と上

が った。 そのあ と第9,10回 目講義 日は36人,30人 の 提出行動がみ られた。 これは登録 学生

数 の60%以 上 の提 出数 をカウ ン トした。次 に第2グ ル ープで もCPS使 用 初 回は,テ クニカ

ルな問題 で提 出数 は この フェーズの中では一番低 か った。 フェーズ3(紙 べ一スA)で ある

第13,14回 講 義 日は,再 びCPSよ り紙 ベースに戻 した。 これは フェーズ1と 同 じ程度 の レ

ベルであ った。一連 の経過 をみ ると,第2グ ループではCPSの 使 用 が学生 の課題提 出行動

に効 果があ った ことが うかがえた。次に この グルー プは,CPS使 用 効 果が一 番高か った グ

ルー プであ った。(図72)
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図7-2(第4限 受講者ABAデ ザイン)

4第3グ ループ

フェーズ1(紙 ベースA)の ベ ースラインは,特 定の傾 向は示 さなか った。第3グ ル ープ

の特徴 は,フ ェーズ1と フェーズ2の 数字の増加が連続 してお り,CPS使 用 の効 果が明確

ではなか った。 しか し,フ ェーズ3の データを見 ることに より,提 出行動数 が7人,13人

と下 が ってお り,CPS使 用 が一定 の効果 があ った ことが うかがえた。(図7-3)
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図7-3(第5限 受講者ABAデ ザイン)

V結 論

学生の課題提出行動を促進 させるためにCPSを 使用す ることは効果があることが示 さ

れた。 また,FD研 究領域にパフォーマンス ・マネジメント(応 用行動分析学)の 手続 き

が応用できる可能性があることが示 された。

VI考 察

本研究 では,大 学生143名 に対 し,課 題提 出を従来の紙べ 一ス提 出とCPSを 使 用す るネ

ッ ト提 出の比較 をす ることによって,学 生の課題提出行動の変化を観察 し,CPSの 効 果の

検討 を 目的 とした。

その結 果,3グ ル ープと もにABAの グルー プ間オルタネー ト・トリー トメ ン ト・デザイ

ンでCPSの 効 果が見 られた。以下 にプ レテス ト,ト レーニ ングにつ いての問題点,そ して

今後 の課題 について検討 す る。
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今回初あてCPSを 使用する学生もいたため,テ クニカルな部分で提出できなかった学生

が若干名いた。今後は機材を使用する前には,プ レテス トを行い,そ して トレーニングし

たのち研究にかかることが必要であると考えられる。
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